
昭和二十九年大蔵省令第六十四号

税関職員の身分を示す証票等の書式に関する省令

関税法施行令第九十一条の規定に基き、税関職員の身分を示す証票の書式に関する省令を次のように定める。

税関職員に係る関税法（昭和二十九年法律第六十一号）第九条の八第四項、第百五条第三項若しくは第百二十九条、関税暫定措置法

（昭和三十五年法律第三十六号）第十五条第二項、通関業法（昭和四十二年法律第百二十二号）第三十八条第二項、電子情報処理組織に

よる輸出入等関連業務の処理等に関する法律（昭和五十二年法律第五十四号）第二十条第二項、自家用自動車の一時輸入に関する通関条

約の実施に伴う関税法等の特例に関する法律（昭和三十九年法律第百一号）第九条第二項、コンテナーに関する通関条約及び国際道路運

送手帳による担保の下で行なう貨物の国際運送に関する通関条約（ＴＩＲ条約）の実施に伴う関税法等の特例に関する法律（昭和四十六

年法律第六十五号）第十二条第二項、物品の一時輸入のための通関手帳に関する通関条約（ＡＴＡ条約）の実施に伴う関税法等の特例に

関する法律（昭和四十八年法律第七十号）第七条第二項、国税通則法（昭和三十七年法律第六十六号）第三十四条の六第四項若しくは第

七十四条の十三、輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法律（昭和三十年法律第三十七号）第二十二条第三項、たばこ事業法（昭

和五十九年法律第六十八号）第四十二条第二項、国際連合安全保障理事会決議第千八百七十四号等を踏まえ我が国が実施する貨物検査等

に関する特別措置法（平成二十二年法律第四十三号）第三条第五項又は経済連携協定に基づく申告原産品に係る情報の提供等に関する法

律（平成二十六年法律第百十二号）第七条第三項の身分を示す証票又は証明書の書式は、次のとおりとする。
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書式

（内側） （外側）

右の者は、関税、内国消費
  税又は通関業に関する法律  
  の規定に基づき、職権を行 （税関職員章の記載面）
  使する権限を有します。 

日 本 国 税 関
 

The person hereby named   
is authorized to exercise 
his authority according to 

 the provisions of the laws 
concerning customs, excise 

    taxes or customhouse brokers. 

（税関職員章の記載面）

裏 表

No 第  号

THE IDENTIFICATION 
 CARD OF THE JAPANE- 

       SE CUSTOMS OFFICIAL      写真

Name. 税関印

Birth. 税 関 職 員 章

Rank.
・ ・ 税 関

--------CUSTOMS    官 氏 名 

  税 関 印 年  月  日生 

Date. 令和  年  月  日交付 

1
2
0
mm 

80mm 
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備考

１　外側地質は黒色革製とし、税関
ヽ

き章及び文字を金色で表示する。

２　税関職員章の用紙は、日本産業規格Ｂ列８とし、紙質は厚紙白紙とする。

附　則　抄

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　税関官吏の資格を証明する証票を定める省令（昭和二十七年大蔵省令第十四号。以下「旧省令」という。）は、廃止する。

附　則　（昭和二九年九月一〇日大蔵省令第八九号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四一年三月三一日大蔵省令第二二号）

この省令は、昭和四十一年四月一日から施行する。

附　則　（昭和四六年一〇月七日大蔵省令第七三号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四八年一〇月二三日大蔵省令第五三号）　抄

１　この省令は、昭和四十八年十一月一日から施行する。

附　則　（昭和五二年六月三〇日大蔵省令第三〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、昭和五十二年七月一日から施行する。

附　則　（昭和五三年四月一八日大蔵省令第二五号）　抄

１　この省令は、法施行の日（昭和五十三年四月十八日）から施行する。

附　則　（昭和六〇年一月二五日大蔵省令第一号）　抄

１　この省令は、昭和六十年四月一日から施行する。

附　則　（昭和六〇年三月五日大蔵省令第七号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、昭和六十年四月一日から施行する。

附　則　（昭和六三年一二月三〇日大蔵省令第五三号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、法の施行の日から施行する。ただし、附則第五条、第六条（大蔵省組織規程（昭和二十四年大蔵省令第三十七号）第

九十条第一項第五号の改正規定に限る。）、附則第七条（税関職員の身分を示す証票等の書式に関する省令（昭和二十九年大蔵省令第六十

四号）の改正規定中「第三十四条第四項又は」の下に「消費税法第六十二条第四項、」を加える部分を除く。）、附則第八条から第十条ま

で、第十一条（国税質問検査章規則（昭和四十年大蔵省令第四十九号）第二条第一号の改正規定中「第百五十七条」の下に「、消費税法

（昭和六十三年法律第百八号）第六十二条第四項」を加える部分を除く。）、附則第十三条及び第十四条（沖縄の復帰に伴う国税関係法令

の適用の特別措置等に関する省令（昭和四十七年大蔵省令第四十二号）第三十条の次に一条を加える改正規定を除く。）の規定は、平成

元年四月一日から施行する。

附　則　（昭和六三年一二月三〇日大蔵省令第五五号）　抄

１　この省令は、昭和六十四年四月一日から施行する。

附　則　（平成元年四月六日大蔵省令第四三号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成三年五月二三日大蔵省令第二八号）

この省令は、航空運送貨物の税関手続の特例等に関する法律の一部を改正する法律の施行の日（平成三年七月一日）から施行する。

附　則　（平成三年六月七日大蔵省令第三四号）　抄

１　この省令は、平成三年十月一日から施行する。

附　則　（平成一五年九月三〇日財務省令第九八号）

この省令は、平成十五年十月一日から施行する。

附　則　（平成一八年九月二二日財務省令第五九号）

この省令は、平成十八年十月一日から施行する。

附　則　（平成一九年三月三一日財務省令第二八号）　抄

この省令は、平成十九年四月一日から施行する。

附　則　（平成二〇年六月二七日財務省令第四四号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十年十月一日から施行する。

附　則　（平成二一年三月三一日財務省令第二一号）

この省令は、平成二十一年四月一日から施行する。

附　則　（平成二二年六月二三日財務省令第四二号）

この省令は、国際連合安全保障理事会決議第千八百七十四号等を踏まえ我が国が実施する貨物検査等に関する特別措置法の施行の日か

ら施行する。

附　則　（平成二三年六月三〇日財務省令第四〇号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二四年三月三一日財務省令第三五号）　抄

この省令は、平成二十四年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　略

二　第四条（「第十三条第二項」を「第十二条第二項」に改める部分を除く。）及び第五条の規定　平成二十五年一月一日

附　則　（平成二六年一二月一二日財務省令第九四号）

この省令は、経済上の連携に関する日本国とオーストラリアとの間の協定に基づく申告原産品に係る情報の提供等に関する法律の施行

の日から施行する。

附　則　（平成二九年一月二五日財務省令第一号）

この省令は、環太平洋パートナーシップ協定の締結及び環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定の締結に伴う関係

法律の整備に関する法律の施行の日から施行する。
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附　則　（平成三〇年七月一一日財務省令第五三号）

この省令は、環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定が日本国について効力を生ずる日から施行する。ただし、本

則中第三条の改正規定及び附則の改正規定は、公布の日から施行する。

附　則　（令和元年五月七日財務省令第一号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の際、現に存する改正前の様式又は書式による用紙は、当分の間、これを取り繕い使用することができる。

附　則　（令和元年六月二四日財務省令第八号）

（施行期日）

１　この省令は、令和元年七月一日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の際、現に存する改正前の様式又は書式による用紙は、当分の間、これを取り繕い使用することができる。

附　則　（令和三年三月三一日財務省令第三六号）　抄

（施行期日）

１　この省令は令和三年四月一日から施行する。

附　則　（令和四年三月三一日財務省令第一一号）

この省令は、令和四年四月一日から施行する。
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